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1．研究の目的 
中国において、1990 年代以降経済の高度成長に伴い家計の収入は年々増えている。収入
増に従って、家庭は教育への支出を増やしつつある。より良い質の教育、なおかつより高
いレベルの教育を子供に受けさせることに中国の親たちがお金を惜しまない傾向がよく見
られる。その理由は、「一人っ子政策」の下で生まれた子供をよりいっそう大切に育ててい
く親たちが増えてきたからである。しかし、中国の高等教育は義務教育ではないため、子
供が大学に通うために必要な学費や生活費はほとんど親によって賄われている。にもかか
わらず、中国の親たちは子供の高等教育にますます熱心になっている。その理由は親たち
が子供の高等教育から便益をえるのを期待しているからだと考えられる。つまり、親たち
は子供の教育に投資し続けるのは、高等教育を受けた子供が良い仕事に就き、収入をより
多く得ることを望んでいるからである。その便益はいわゆる高等教育の経済効果である。
親たちのこうした願いに根拠はあるだろうかという疑問を解き明かすために、中国におけ
る高等教育の経済効果を検証することにした。 
一方、教育の経済効果に関する研究が数多くなされてきた。その中で、本論文が最も大
きな影響を受けたのは、南亮進氏の「中国農村における教育の経済収益と子弟教育：浙江
省の事例」である。それは南氏が 2003 年に浙江省の農村部を対象に実証研究を行ったも
のである。農村部では、女性は男性より教育年数が少ない一方、教育の収益率も低いこと
が明らかにされた。しかし、農村部と違い、都市部において労働力不足の問題がなく、女
性が男性と同じく高等教育を受け、結婚しても働き続けることが一般的である。果たして
都市部における教育の収益率が農村部のそれと同質なものであるか否かを研究する必要が
あると考え、本論文は浙江省の隣省である江蘇省の都市部に焦点を絞り、実証研究を行う
ことにした。 
教育の経済効果を検証する前に、まずは検証する可能性の有無を明確にする必要がある。
本論文の第 1 章では教育と人的資本の関係、そして人的資本と賃金の関連性に着目し、教
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育の経済効果を検証する可能性について論述した。続いて、本論文は二つの面から高等教
育の経済効果を検証した。第 2 章は中国の労働統計年鑑からデータを集め、2006 年現在
高学歴者と低学歴者それぞれの職業分布、及び職業間における賃金格差を考察した上、現
実的に高学歴者が低学歴者より収入の高い職業につきやすいことを明らかにした。そして、
第 3 章は実証分析を行い、計量的に高等教育の経済効果を検証した。具体的には、筆者が
2009 年夏に江蘇省都市部で行ったアンケート調査の結果に基づき、ミンサー賃金関数を用
いて教育の収益率を計測した。最後に、中国の高等教育は個人や家計の収入増に正の効果
を持つことを明らかにした。 
 
2．各章の概要 
第 1 章 教育と経済発展 
教育と経済は相互的な影響関係にある。その相互関係をより緊密にしたのは人的資本で
ある。教育は人的資本の投資手段である。教育を受ける際にさまざまな費用がかかる一方、
教育を受けた後、労働者の技能が上達し、生産性が向上する。そして、こうした人的資本
の蓄積に伴い、所得も次第に増加する。さらに、社会地位の上昇に及ぼす可能性もある。
したがって、教育は人的資本の蓄積に大きな役割を果たしているため、教育には経済効果
があると言える。そして、金銭的な、いわゆる直接な経済効果もあれば、より潤滑な人間
関係を築きあげるという間接な経済効果もある。  
実際に、中国の家計における教育支出の変化をみれば、1990 年以降は比較的速いスピー
ドで増加してきたことが明らかである。その中で、非義務教育である、しかも学費が年々
高騰する高等教育への需要が高まるのは一つの原因だと考えられる。  
 
第 2 章 中国高等教育の現状  
中国高等教育の発展は 1990 年代以降迅速になってきた。その実態は高等教育機関数、
大学在学人数と募集人数、大学入学率、及び国家財政性教育支出における拡大趨勢から確
認できる。高等教育の発展はたくさんの高学歴の労働者を育成し、科学技術の発達に促進
したという成果がある一方、高学歴者の個人、並びにその家計にも影響を与えている。『中
国労働統計 2007』のデータに基づき、高等教育を受けた人と受けていない人との間に、職
業や収入に差が存在することが明らかになった。また、中国の農村部と比べて、特に都市
部の家庭において、教育への支出が年々増えつつあることが明らかである。しかし、なぜ
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収入と学歴の比較的高い家庭はより教育を重視するのか、そして大学学歴は一体収入に与
える影響はどれほどあるかを解き明かすには実証研究をする必要がある。 
 
第 3 章 江蘇省都市部における教育の経済効果の実証分析  
ここでの実証研究は江蘇省の都市部を事例にする理由が三つある。一つ目は、本論文の
目的が高等教育の経済効果を検証することであるため、住民全体の教育レベルが比較的高
い江蘇省が相応しいからである。二つ目は、地域経済の発展レベルは他の要素と比べてど
れが収入との関係がより緊密なのかを検証するため、省内に地域間格差が存在する江蘇省
を研究対象にしたのである。三つ目は、江蘇省の女性が男性と同じく経済活動を行ってい
るため、男女間の教育収益率に差があるかどうかをみることを通して、職業における男女
差別の有無を判断することができるからである。  
ミンサー賃金関数を用いて教育の収益率を計測する際、筆者は教育年数、学歴、性別、
戸籍、職業だけでなく、兄弟の人数、つまり「一人っ子政策」という要素をも変数と設定
し、分析の射程に入れた。結果は、学歴が高く、収入の多い家庭において教育の収益率が
比較的高いことが明らかになった。そして、性別、戸籍、地域経済レベルは全て個人の収
入を決定する要素だと検出された。更に、男女間の教育収益率に差が存在することも明ら
かになった。しかしながら、一人っ子と職業がそれぞれ如何に賃金に影響を与えるかを検
証したが、有意ではないことがえられた。  
 
3．結論と提言 
本論文第 3 章の検証結果に基づいて、中国高等教育の経済効果に関する結論と提言を下
記の 3 点にまとめた。 
①本論文で大学学歴、都市戸籍、性別などの要素がそれぞれ如何に賃金を影響している
かを検証した結果、都市戸籍が賃金に影響を最も強く与えていることが検出された。地域
経済レベルのパラメーターに関する検証をみると、経済発展が立後れた地域が賃金に負の
効果を与えていることが見て取れた。したがって、蘇北地区のような経済開発の不十分な
地域において住民の教育収益率を高めるには、まず都市化を加速化する必要がある。  
②この研究によると男女間に教育の収益率の差が存在することが明らかになった。雇用
のジェンダー問題が存在することを示唆している。男女共同参画社会を実現させるために
は、男女に学校教育を平等に受けさせるとともに、男女雇用のジェンダー問題をも重要視
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すべきだと思われる。  
③本論文は都市部を事例にしたものだが、現在農村部において「一人っ子」家庭も多く
増加している。しかも、農村部の家計収入もかなり増えている。そのため、これから中国
の農村部において男女を問わず子供に高等教育を受けさせるのに親がよりいっそう多くの
投資を行うと思われる。つまり、農村部の豊かな生活、完備されたインフラが農村部の教
育の振興を促すことができる。その結果、教育の社会的な収益性と個人的な収益率を上げ
ることをもたらすと思われる。  
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序章 
 
本論文は、中国における高等教育の経済効果を検証するものであり、江蘇省都市部を一
つの事例として実証研究を行う。この序章では、本論文の研究背景、研究視点、研究方法、
および本論文の構成を述べる。 
 
第 1 節 研究の背景 
1990 年代初頭から、中国は平均 GDP 成長率が 10％という高成長を成し遂げているた
め、世界の注目を浴びている。こうした凄まじい成果を収めるには教育は重要な役割を果
たしていると思われる。その理由として、経済成長を説明する要因が五つあるといわれる。
一つ目はより多くの労働の使用、二つ目はより多くの物的資本の使用、三つ目はより質の
よい労働の使用、四つ目はより質のよい機械の使用、五つ目は労働、原料、機械のより効
率のよい配分と使用1である。教育はこれらの五つの要因に対して大きく貢献をするもので
ある。つまり、教育は労働者に知識を教え、機械の使用方法を教えて、教育を受けた労働
者は生産性を向上させ、原料や機械を効率的に使用することができる。また、教育を受け
ることには様々な費用がかかる一方、教育によって収入が増し、より多くの消費が生ずる
ようになるからである。 
経済の高度成長に伴い、中国国民の収入は年々増えている。家計の収入増は多くの消費
を促す。そのなかで、中国の家庭は教育への支出が増えつつあり、より良い質の教育、な
おかつより高いレベルの教育を子供に受けさせるのにお金を惜しまない傾向がよく見られ
る。なぜ中国の親たちは子供の教育にますます熱心になってきたかと問われると、二つの
理由があると考えられる。一つは、中国は 1979 年に「一人っ子政策」を始めてから、一
人の子供をよりいっそう大切に育てていく親たちが増えてきたからである。もう一つは、
高等教育を受けた人の方がより良い仕事に就くことができ、収入をより多く得ている実情
があるからである。経済学の理論によれば、後者は、高等教育の経済効果という。その際
に中国の親たちが子供の高等教育から便益を得るのを期待しているとすれば、果たしてそ
の経済効果があるか否か、そしてもし教育の経済効果があるとすれば、如何なるものであ
るかは検証するに値する。つまり、中国において家計における教育の経済効果を明らかに
                                                   
 
1 F. マハループ著・嘉治元郎訳（1976）『教育の経済学』春秋社、p.8 を参照。 
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するのを本論文の目的としている。 
 
第 2 節 研究の視点 
 本論文で、学校教育の中の高等教育を研究対象と設定するのは、教育の経済効果や収益
性を論述するのに高等教育が最も相応しいものである。その理由及び本論文の研究視点を
明らかにするために、まず本論文にかかわる幾つかの用語についてそれらの意味を説明す
る。 
 
1 中国の高等教育 
中国では、小学校 6 年及び初級中学 3 年の計 9 年間の教育が義務教育段階である。これ
に対して、就学前教育及び高等学校以上の教育は全て非義務教育段階に属する。成人教育
を除外すれば、高等教育は最高レベルの教育であり、それ以上には教育がないため、大学
に入り、高等教育を受けることが全ての中国人にとって幼尐の頃からの夢だと言っても過
言ではない。 
 
表 0-1 中国教育の仕組み 
0～5 歳 6～11 歳 12～14 歳 15～17 歳 18 歳～22 歳 
就学前教育 初等教育 中等教育前期 中等教育後期 高等教育 
託児所 
幼稚園 
（就学前 
クラスを含む） 
小学校 中学校 
(職業中学を含む) 
 
高等学校 
(中等専門学校、 
技術労働者学校と 
職業中学を含む) 
大学 
(短期大学、職業技
術大学を含む） 
大学院 
注：網がけ部分は義務教育を示す。 
出所：『中国教育統計年鑑 2007』により、筆者が作成 
 
高等教育を受けた後、ほとんどの人は仕事に就き、学校で学んだ知識や技術を生かして
いく。もちろん、仕事に着いた人は収入を得ることになる。中国において、高等教育を受
けずに中学校か高校を卒業してから直ちに就職する人もたくさんいるが、大学の進学を目
指して受験勉強に一生懸命に頑張ってきた人達はやはり高等教育から必ず何らかのベネフ
ィットを得られると考えていると思われる。そして、長期的にみれば、大学を卒業した後、
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次のステップは就職となるので、自然と高等教育に見合う仕事、収入と結び付ける。よっ
て、中国の各家庭は教育（とくに高等教育）の経済効果を考えているからこそ、大学への
進学を求めているのだと言える。先進国と同様に中国における教育の収益性、特に高等教
育の経済効果を研究する必要があると思われる。 
 
2 高等教育の経済効果 
 一般的に、高等教育の経済効果は社会的(国家)と私的(家計)という二つの角度から検討さ
れている。社会的な経済効果は、「技術革新が生産力の拡大に大きな貢献をしたことからも
うなずけるように教育は確かに大きな役割を果たしてきた」2ため、生産力が拡大されるこ
とに伴う GDP の増長や、国民全体の所得の向上などを意味する。これに対して、私的な(家
計の)経済効果は、「教育年数の付加によって生じたものとされる収入の増加分から成る」3
ため、個人(家計)の収入増を通して表わされている。そして、私的な経済効果は本人が受
けた教育より直接に享受した便益であるのに対して、社会的な経済効果は教育自身、及び
教育を受けた人以外の第三者が享受した便益だと理解すればよい。本論文では私的な経済
効果に焦点を絞って検討を行うことにする。すなわち、本論文は高等教育が個人の収入増
に如何に貢献しているかという視点から、高等教育の経済効果を検証する。 
 
3 教育の収益率 
 経済効果と同じように、教育の収益率にも社会的な収益率と私的な収益率がある。本論
文は私的な収益率に関するものである。私的な収益率は、個人の負担した教育費用と将来
の税引き後所得を比べて計算される4。計算方法は主に二種類ある。一つはケインズの「投
資の限界効率」の概念に基づくものである。つまり、教育を受けることによって得られる
純収益の流れの現在価値を、教育を受けなかった場合のそれに等しくさせるような割引率
を、教育の内部収益率という5。もう一つはミンサー型賃金関数である。教育の内部収益率
を直接計算するというより、賃金から教育の役割を間接的に把握するというアプローチで
ある。ミンサー型賃金関数は内部収益率の直接的な推計に比べてデータ面の制約が小さい
                                                   
 
2 石部公男（1980）『教育からの経済』株式会社学文社、p.7 を参照。 
3 F. マハループ著・嘉治元郎訳（1976）『教育の経済学』春秋社、p.42 を参照。 
4 小塩隆士（2003）『教育を経済学で考える』日本評論社、p.38 を参照。 
5 渡辺行郎（1982）『教育経済学の展開』株式会社黎明書房、p.47 を参照。 
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ので、現在よく用いられる。先行研究の結果と比較できるため、本論文の第 3 章でミンサ
ー型賃金関数を用いて教育の収益率を計測する。 
 
4 本論文の視点 
高等教育の経済効果は、教育の収益率を計測することを通して検証するのが一般的であ
る。収益率が高ければ高いほど、或いは収入が教育年数から受けた影響が強ければ強いほ
ど、高等教育の経済効果が強いという。しかし、収入を決定する要素は教育年数だけでな
く、勤務年数、性別、職業など、多くの要素があるはずである。したがって、高等教育の
経済効果を検証する際、教育が収入の増減に与える影響を分析すると同時に、ほかの要素
とはどのような関係にあるか、またそれぞれが如何に収入に影響を与えているかを考察す
る必要がある。 
ところで、中国の「一人っ子政策」は男女の平等を前提として取られた政策である。し
かし、一人っ子が成人になってから果たして性別を問わず平等に評価されているかが実に
興味深い問題である。ここで男女別に高等教育の経済効果を検証することにする。また、
中国には深刻な地域間格差問題があり、経済開発が進んでいる地域は平均的に個人や家庭
の収入も高いとみられる。地域経済の開発度合いも個人の収入を決定する要素であると推
測されている。それを解き明かすために、本論文は地域経済の開発レベルを一つの変数と
設定し、教育の収益率を計測する際に地域別の家計収入の格差と地域別における高等教育
の経済効果を分析の射程にいれることとする。 
 
第 3 節 研究の方法 
 本論文は、まず教育と人的資本、人的資本と賃金との間に存在する因果関係から、教育
に経済効果が存在することを明らかにする。そして、中国高等教育の発展、成果及び家計
に及ぼす影響を分析することを通して、高等教育の経済効果に関する実証分析の必要性を
論証する。最後には、ミンサー型賃金関数を多尐変形して、2009 年夏に筆者が江蘇省で行
ったアンケート調査の結果に基づき、教育の収益率を計測する。 
 
第 4 節 先行研究 
教育の経済効果または収益に関する研究は多くの研究者によって行われている。その中
で、本論文が最も大きな影響を受けたのは、南亮進氏の「中国農村における教育の経済収
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益と子弟教育：浙江省の事例」である。それは南氏が 2003 年に浙江省の農村部を対象に
実証研究を行ったものである。その中で計測された配偶者（女性）の教育収益率は世帯主
（男性）より低く、農村部で男女格差が依然として存在することが明らかにされた。周知
のように中国の農村においては農地の請負制が実施されてから、家庭による農業経営が進
んでおり、各農家にとって子供は重要な労働力である。さらに、農村部では年金制度が設
けられていないゆえ、老後生活は多くの農民が心配している。そのため、農家は男の子が
欲しがっている。しかしながら、都市部は農業と異なり、労働力不足の問題がなく、女性
が男性と同じく高等教育を受け、結婚しても働き続けることが一般的である。また、中国
の都市部においては「一人っ子政策」の実施はより厳しく、徹底的なものである。尐数民
族以外の家庭はほとんどが一人っ子である。果たして都市部における一人っ子の教育の収
益率が農村部のそれと同質なものであるか否かを研究する必要がある。もし異なる分析結
果が得られるとしたら中国の教育収益率に関する研究のブランクを埋めることができると
思われる。 
だが、都市部と言っても開発の度合いにはバラつきがある。すなわち、江蘇省は浙江省
に隣接する省であり、経済発展の程度がほぼ同じだが、江蘇省のなかでは開発のバラつき
は大きいのである。地方政府の関与を考慮せずに地域経済の格差が如何に教育の経済効果
に影響するかを検証することが可能となる。つまり、ここでは南氏の研究を踏まえて、さ
らに男女別、地域別の諸要素を取り入れて、農村部ではなく、都市部における教育の収益
率を計測することにする。 
 
第 5 節 論文の構成 
序章 
本論文の背景、視点及び研究方法を明らかにする。先行研究の成果と不足を検討した上、
本論文の意義と目的を明確にする。 
 
第 1 章  
まず教育の経済効果には社会的な経済効果と私的な(家計)経済効果があり、本論文が私
的な経済効果を検討する目的を明らかにする。そして、中国の教育を研究対象として、経
済効果を検証する可能性の有無について分析を行う。教育経済学によれば、教育は人的資
本を蓄積する投資手段である一方、中国の教育法では、教育の目的の一つは人的資本の蓄
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積にあると明らかにされたため、中国の教育の経済効果を研究することが可能だというこ
とを明確にする。 
 
第 2 章 
本章では、中国高等教育の発展と拡張が高学歴者を増加させているだけでなく、家計の
収入と支出にも影響を与えることを明らかにする。また、『中国労働統計年鑑 2007』のデ
ータに基づき、高学歴者は高い収入を得る傾向があるか否かを分析し、高等教育は個人や
家庭の収入増に正の効果をもつことを明確にする。さらに、家計が子供に高等教育を受け
させるために、教育への支出を惜しまずに増やしていることに関して、高等教育の発展が
家計に如何なる影響を及ぼしているかを数量的に分析する。 
 
第 3 章 
本論文で江蘇省都市部を事例にする理由を明らかにする上、アンケート調査の結果を整
理する。そして、調査結果に基づき、ミンサー型賃金関数を用いて回帰分析を行う。最後
に、計測した教育収益率に基づき、都市部の初代の一人っ子世代はどれほど教育から経済
効果をうけた特徴を浮き彫りにする。 
 
終章 
本章で、本論文の結論、提言と展望、今後の課題をまとめる。 
 7 
第 1 章 教育と経済発展 
 
教育と経済発展が一体どのような関係にあるかを一言でいうと相互作用の関係にある
といえる。それについて、まず経済発展の教育への影響から説明しよう。経済の発展は教
育を含めて資源、金融、物流、インフラなどあらゆる事業の拡大を可能にする。教育事業
だけをみると、より多くの教育の関連施設が建設され、教育機関が完備される。さらに教
育にかかわる人員の育成も行われるようになる。その結果として義務教育が普及し、より
多くの子供が教育を受けるようになり、各種教育レベルの就学率が上昇し、国民の素質が
向上する。こうして教育は重視されればされるほど、教師の福利厚生も改善され、国の人
材作りに貢献する人も増えていく。更に、経済が成長すればするほど、より高いレベルの
技術や、より優秀な人材に対する需要が拡大する。その上再び教育事業への経済資源の投
下に働きかけ、教育の更なる発展を促す。一方、経済の好調は家計の収入増をも伴う。家
庭の収入が増加すると、生活の消費も次第に増える。生活消費の中で家計の収入の増加に
つれて家計による教育への投資も増える。それによって、個々人はよりよい教育を受ける
ことができるようになる。 
そして逆に、教育も経済の発展に大きな影響を及ぼす。教育の経済への影響はいわゆる
教育の経済的効果である。実は、教育の経済的効果にはマクロ的なものもあれば、ミクロ
的なものもある。まずはマクロ的なものをみよう。教育は知識の伝播を加速化し、技術の
進歩を促進する。それによって、農業や工業をはじめ各産業の生産力が向上し、社会経済
が発展する。産業だけでなく、人々の生活スタイルにも影響を与える。教育を受けた人は
新しい物事に対する適応性がよくなり、自国の伝統的なものだけに限らず、新鮮な外国の
文化や技術など様々な知識を追求するようになる。生活面でも、必要だけの衣食住に満足
せず、ブランド品、健康食品、グリーン環境、娯楽などいわゆる生活の質を重んじるよう
になる。従って、従来の産業の発展を促進する一方、サービス業を始めとする新たな産業
の喚起にも大いに寄与する。他方、ミクロ的にみると、教育を受けた人は社会に進出する
ことによって、普通の労働者より知識が豊富で、あるいは知識を学ぶ意欲が強く、技術を
身につけるのが速く、次第に収入は普通の労働者より多く得られるようになっていく可能
性が高いと考えられる。さらに、昇給、昇格、出世に恵まれるチャンスが多くなる傾向が
よく見られる。 
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第 1 節 教育と人的資本 
教育と経済発展との相互作用関係は、人的資源という要素から切り離しては語りきれな
い。その理由は、経済活動に従事する、あるいは経済を担うのが人間だからである。人間
がもっている能力、体力、技能等は一定の投下によって得られるものである。教育・訓練
の対象が学生であれ、社会人であれ、いずれも最終的に社会の発展に貢献していく。教育
を受け、技能・知識を身に付けてから経済活動に従事する人の方が、教育・訓練を受けて
いない、あるいは比較的低いレベルの教育・訓練をしか受けていない人より、経済の発展
により一層大きく貢献できると思われる。つまり、教育と経済発展との間は人的資源とい
うベクターがあってはじめて繋がり、そして緊密になっていくわけである。 
「人的資本」は、労働者に備わっている知識や技能、教養、ノウハウといったものの総
称である6。人的資源は人的資本を持っているため、様々な社会活動に参加し、貢献できる
ようになるのである。経済の発達は人的資本に頼り、教育は人的資本を蓄積する一種の投
資手段である。そして、人的資本が蓄積すればするほど、経済並びに教育の発展は活発化
する。中国のような発展途上国には人的資源が豊富だが、経済の更なる発展を実現させよ
うとするにはより多くの人的資本がいうまでもなく必要とされている。人的資本を蓄える
ためには、教育事業へ資金、人のような資源を投下しなければならない。 
しかし、教育は一体どれほどの人的資本を蓄積できるかについて様々な研究がなされた
が、結局のところ国によって、年代によって結果が異なっている。そして、教育と言えば、
一般的に学校教育及び職場訓練の二種類を意味する。職場訓練の実施主体は企業であり、
実施対象の尐なさと利潤最大化という明確な目標があることから、人的資本を短時間に蓄
積をすることができる。これに対して、学校教育の実施主体は学校であり、多くの場合は
国（公）によって支援されている。しかも学校教育は特定の一部の人ではなく、むしろ国
民全体という膨大な範囲を対象としている。 
この学校教育を研究対象として人的資本にどれ程寄与するかを研究することが可能で
あるか否かについては、まず学校教育の目的を明らかにしなければならないと思われる。
日本の場合、「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として
必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行なわれなければならない。」7 
                                                   
 
6 小塩隆士（2002）『教育の経済分析』日本評論社、p.28 を参照。 
7  『日本国教育基本法』第 1 章 教育の目的及び理念 第 1 条（教育の目的）を参照。 
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と教育法で明確に定めている。これに対して、中国の教育法は「教育は、社会主義の現代
化建設に奉仕すること、生産労働と結合すること、そして道徳、知力、体力をはじめとす
る全面的に成長する、社会主義事業の建設者と継承人を培わなければならない。」8とその
目的を規定している。つまり、中国の学校教育と日本のそれとの違いは人格の完成を目指
すことではなく、社会主義事業に貢献しうる者を育成することが明らかである。 
また、中国においては 1978 年に第 11 回 3 次中共中央大会が開催された。この大会によ
ってこれから中国の国家づくりは経済発展に重心を置くこととされた。そして、国家づく
りの方針の変化に伴って教育事業の方針も変わってきた。つまり、経済発展に役立つ人的
資本への投資に重点を置くようになった。そのため、中国は依然として社会主義の旗を掲
げているといっても、ほかの市場経済の国と同様に、教育の人的資本に及ぶ影響を研究す
ることは差し支えないといってもよい。 
さらに、中国の高等教育法は教育の重要な一環である高等教育の目的については下記の
ように定めた。すなわち「高等教育の任務は、創新精神と実践能力を備えた高級なかつ専
門的な人材を培養して、科学技術文化を発展し、社会主義現代化の建設を促進することで
ある」9。言い換えれば、高等教育が専門的な人材を育てあげるのは社会主義の国家の発展
に貢献することだとみなされている。 
こうした教育法、高等教育法の下で、中国の人的資本が如何に蓄積されているか、そし
て、教育をうけるという人的資本の蓄積が個人や家計の収入増にどれほど寄与しているか
が本研究の目的である。 
 
第 2 節 教育投資に伴う経済効果 
人的資本がどれほどあるかを計測するには、最も直接的な方法がその人の収入を見るこ
とである。収入を計ることを通して人的資本を計ることができる。なぜかというと、最も
早く受益するのは教育を受けた個人にほかならないからである。すなわち、教育を受ける
                                                   
 
8  中華人民共和国教育法（1995 年 3 月 18 日に第八届全国人民代表大会第三次会議にて通過 1995 年 3
月 18 日に中華人民共和国主席令第 45 号より発表 1995 年 9 月 1 日より実施）第 5 条に、「教育必须为社
会主义现代化建设服务，必须与生产劳动相结合，培养德、智、体等方面全面发展的社会主义事业的建设者
和接班人」との原文である。 
9  中華人民共和国高等教育法（1998 年 8 月 29 日に第九届全国人民代表大会常務委員会第四次会議にて通
過 1998 年 8 月 29 日に中華人民共和国主席令第 7 号より発表 1999 年 1 月 1 日より実施）第 5 条「高等
教育的任务是培养具有创新精神和实践能力的高级专门人才，发展科学技术文化，促进社会主义现代化建设。」
との原文である。 
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のが人であり、その人が教育を受けることによって最初に知識の取得と労働技能の向上が
ある。そして、教育を受けた人々が社会に出て、さまざまな社会経済活動に従事するよう
になる。教育を受けた人々の社会経済活動への参加が労働生産性の改善もしくは向上を促
し、企業の売上や利潤の増大をもたらすと思われる。一方、企業側が利潤を上げれば、当
然にその分が従業員に還元される。それは従業員である個人の昇格や昇給につながる。し
たがって、教育を受け、人的資本の蓄積ができた人は昇給がはやくなり、教育レベルが異
なる人との間に賃金格差が出てくる。それで、人的資本を多く投入した人とそれほど投入
していない人との間にどれほど収入の格差があるかをみることによって人的資本の効果を
評価することができる。その効果は教育の経済効果ともいえる。 
教育を多く受けた人はその教育投資も多いとすれば、教育投資の尐ない人との間にどれ
ほどの賃金格差が存在するかをみてみよう。教育を受ける期間中に収入が全くないことは
しばしば見られ、この期間における両者の賃金を比較すれば教育投資の尐ない方が高い。
だが、高等教育を受けてから、働いた人は高等教育を受けずに若い頃からずっと働いてき
た人より昇給の機会が比較的多く、回数も多い。それによって後者の賃金を超えるのは珍
しくない。したがって、高等教育を受けた人を受けていない人と比較すれば、高等教育を
受けた人の収入が比較的多いとみられる。 
また、生涯所得の比較を行う場合もある。むしろ生涯所得の比較の方が教育との関連を
つけるのに説得力があると考えられる。生涯所得を比較すると言っても、さまざまな教育
を受ける人がいる。たとえば、小学校までの教育しか受けていない人もいれば、高校まで
の教育、そして、大学の教育、さらに大学院の教育を受ける人もいる。また、学校教育を
全く受けていない人は決して知力を持っていないとは言い切れない。つまり、職場で積み
重ねてきた経験を一種の技能として身につけている。このような技能を認めなければなら
ない。 
学校教育を全く受けていない人を例にしてみる。このような人は長年の経験で多尐の
「技能」を身に付けたといってもほとんどが主に体力を使って働いている。就職した時点
から収入が比較的低い。体力が次第に衰えていく故、また収入も減尐していく傾向がある。
これに対して、学校で学んだ技能・知識を使い仕事に従事する人は体力だけでなく、知能
にも頼っているため、ある時期から体力が衰えていくとしても、彼らはもっている知能で
衰えている体力をカバーすることができる。それによって仕事をより長く続けることがで
きるし、当然生涯所得も比較的多いといえる。 
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また、大卒者と高卒者を一つの例とし、教育レベルの高い方と低い方の間にどれほどの
賃金格差が存在するかを考察する。60 歳に定年退職するとすれば、大卒者の生涯所得は卒
業した年の 23 歳から 60 歳の定年退職にまで働き、その間にもらう賃金（月給、ボーナス）
と退職金（或いは退職年金）の総額である。それと同じように、高卒者の生涯所得は卒業
した時の 19 歳から 60 歳までの収入合計である。ここで大卒者と高卒者の生涯所得を表わ
す近似曲線を描いてみた。 
 
図 1-1 大卒者と高卒者の生涯所得比較 
 
出所：筆者が作成 
 
教育レベルを問わず、賃金はいずれもまず上昇した後に低下していく傾向がみられる。
高卒者は 19 歳から働き、23 歳時点においては大卒者の賃金を超えている。しかし、23 歳
以降大卒者は賃金が向上し、最後は高卒者を大幅に超える。両者の最も賃金の高い時点は、
高卒者は大卒者より早く迎える。その後人的資本の逓減に従い、賃金の減尐へとつながる。
同じ 60 歳で退職するとしても、両者の退職金にも差が見られる。要するに、教育を多く
受けた者は生涯所得が高くなる傾向があることが明らかになった。 
教育投資は収入の向上を促す直接的な経済効果があると同時に、間接的な経済効果もあ
る。一方、教育を多く受けた人がそうでない人より、就職の機会に大いに恵まれ、かつ職
業の選択肢が広い。就職チャンスが多いというメリットは必ずしも賃金に影響を直接に与
高卒の賃金推移曲線
年齢（歳）
賃金
大卒の賃金推移曲線
0 19 23 60
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えるとは限らないので、それを教育の間接収益として評価する方が適切である。 
そして、就職チャンスだけでなく、教育を多く受けた人は修養や身だしなみもよくなり、
より先進で、優良な生活スタイルを追求する傾向が見られる。中国から海外へでた人の中
で教育レベルの高い人が多いことがそれを証明している。一方、広まった視野や、積み重
なった経験も富の一種と認められるとしたら、それも教育投資の間接的な経済効果にあた
る。 
他方、教育投資に伴う間接的な収益が消費の面からも見られる。消費は満足度を追求す
るものなので、学校教育を通して新しい知識や技能を学ぶことから喜びも感じれば、学校
のサークル活動などに参加することを通して様々な人と出会うようになり、人との交流も
自然かつ順調になる。こうしたことから自信が生まれるだけでなく、作ってきた人脈が将
来のキャリアにも役立つ。その理由で、消費面においても教育の間接的な経済効果が見ら
れる。 
 また、教育投資の経済効果は自分自身（親世代）の成果で見られるだけでなく、子供へ
の教育投資行動からも反映される。すなわち、1979 年以降中国において「一人っ子政策」
が実施され始め、全国、特に都市部では一世代に一人の子供だと厳しくコントロールされ
てきた。一般に子供の教育への支出を投資と見なしてきたが、所得は上昇するものの、子
供の数を増やすことができないので、子供の質を重視するようになる結果、子供一人当た
り教育投資がより多く増えたのは当然のことである。実際に、高等教育の就学率が上がり
つつあることから、中国の家庭は子供の教育へますます多くの資金を投じる傾向がみられ
た。特に、教育を受けた親ほど子供の教育に力を熱心に注ぐ傾向が顕著である。 
具体的な例をあげてみよう。例えば、子供を小さい頃から尐年宮（児童課外活動センタ
ー）に送り、いろいろな習い事をさせたり、夏休みや冬休みの時間を利用し、子供に学年
後期の知識を予め勉強させたりする親が近年ではますます増えている。さらに経済的な余
裕をもつ家庭では、家庭教師を雇い、子供の勉強を指導してもらう。子供の成績を上げる
ため、お金を惜しまずに子供の勉強を支援するのは現在の中国人の親心である。筆者は調
査対象になぜ子供の教育に大いに力を入れなければならないかを尋ねたことがある。みな
ほぼ同じことを答えてくれた。やはり子供の将来を心配しており、大学に、できれば名門
大学に合格することを願っており、その方が大卒後、仕事探しも、結婚も、生活も順調に
運ばれるという。農村戸籍を持っている親たちが将来子供の戸籍を農村から都市部に転入
させ、低い地位を象徴する農民から脱却し、都会人になってもらうことを目指している家
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庭は決して尐なくはない。 
 したがって、教育投資の経済効果は親世代と子世代から見られる。なので、家計の教育
投資を自分（親世代）への教育投資と自分の子（子世代）の教育投資に二つ分けることが
できる。両者の間にいくつかの相違が存在する。最も顕著な相違は下記の 2 点である。 
ひとつは、受けた教育の内容が違う点である。親が受ける教育は、職業教育、技能訓練、
継続教育（成人教育と生涯教育）と言われ、就職後のキャリアアップのために稼いで蓄え
ている資金を投資する、いわゆる自分への教育投資である。これに対して、子供が受ける
教育は主に学校教育である。もちろんそれ以外に、放課後、夏休み、冬休みに受けさせる
教育もある。それは親の目的、即ち学校教育を受けさせる目的と一致しており、やはり学
校教育をより効果的に受けさせるためだと考えられる。学校教育は素質教育を中心とし、
職業教育、技能訓練及び継続教育と比べれば、国家からの関与が強い点が最もはっきりと
した違いである。 
もう一つは、教育投資の実施主体と受益者とは必ずしも一致とは限らないという点であ
る。自分への教育投資は、実施主体が自分でありながら、直接的な受益者も自分である。
一方、子供への教育投資は、実施主体が親であるが、実際の受益者が子供である。中国は
先進諸国と違い、奨学金が尐ないことと勤労自助がないため、学校教育を受ける間にかか
る費用は全て親が負担する。しかし、中国農村の場合、特に経済発展が非常に立後れてい
る地域においては、親たちは子供が老後の面倒を見てくれるよう強く期待している。都市
部においては、福利厚生制度は比較的完備されているので、農村ほど親たちは子供に老後
の介護を期待していない。つまり、都市部では教育の受益者は実施主体の親ではなくなり、
子供であると考えてよい。 
 さて、中国の家計は一体どれほどの教育投資を行っているか、親達は子供への教育投資
にどれほど熱心であるか、それについて次の第 3 節にて考察する。 
 
第 3 節 家計における教育支出の変化 
 家計の支出に消費支出と投資支出という二種類がある。その中で、知識を身につけて将
来の所得を高めるという目的で、自分が教育を受けたり、子供に教育を受けさせたりする
ための投資は教育投資と見なす。これに対して、単純に趣味のため、お金を費やして教育
を受ける人もいるため、このような教育支出は消費と認識してもよい。 
『中国統計年鑑』に教育と娯楽支出が一つの消費項目として統計されているため、その
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数字の内訳をみると、それには教育消費、教育投資並びに娯楽消費が含まれているはずで
ある。教育消費と娯楽消費をそこから切り離すのは極めて困難であり、以下は教育投資の
変化をみるために使うデータは全て教育と娯楽の合計支出であり、多尐誤差が出てくると
予め言っておく。その変化の趨勢をみるために、さらに学校教育、特に高等教育の学費徴
収に焦点を当てて、教育投資の一部として家計の教育支出変化を考察する。 
  
 
図 1-2 中国都市部における一人当たり教育や娯楽への年間支出 
出所：『中国統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 
 
図 1-3 中国農村部における一人当たり教育や娯楽への年間支出 
出所：『中国統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 
図 1-1 と図 1-2 は、1995 年から 2007 年にかけて中国の家計における教育＆娯楽の支出
（以下教育支出と略称）変化を表している。都市部と農村部を問わず、教育支出は年々増
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えることが一目瞭然である。都市部は 10 年の間に支出総額が 300 元から 1300 元にまで上
昇し、4 倍以上の増額がみられる。これに対して、農村部はそもそも支出が低く、その伸
び率もやや低い。1995 年に一人当たり教育支出は 100 元しかなかったが、2007 年になる
とそれは 300 元を超えるようになった。都市部に対して、2007 年現在では農村部の消費
水準はほぼ都市部 1995 年の水準にしか当たらなくて中国において都市部と農村部との隔
たりが相当に大きいとみられる。 
 中国では 1997 年以降学費徴収制度が実施され、全ての大学が学費を徴収するようにな
った。そして、1996 年 12 月に国家計画委員会、教育部、財政部は「高等教育収費管理方
法」第 5 条に学費の納付を規定した。「学費は、学生一人あたりの教育費を占める比率、
国家計画委員会と教育部によって、原則的に規定されている。省の教育部門、物価部門と
財政部門は、各地域の経済発展水準と家族の負担能力に基づいて、学費の基準を具体的に
規定している。この比率は学生一人あたりの教育費の 25％を占める。」1997 年に全国の大
学学費の平均は 2100 元であったが、その後急速に上昇し、1999 年には 2769 元へ、2000
年には 4000～5000 元へとあがった。 
さらに、年間寮費の 1200 元を含めると、学生一人あたりの年間負担金は 5200～6200
元以上となった10。この数字は都市部 2000 年の一人あたり消費総額の 4998 元を大幅に超
えている。もし農村部の消費水準は都市部のそれの 3 分の 1 だとすれば、2000 年に一人
大学生の年間学費と寮費だけで農村部の 3 人家族の年間消費に相当する。高等教育事業が
拡張するにつれ、農村出身の大学生が多くなってきている。農村部の家庭にとって、毎年
巨額の出費で子供を大学に通わせるのは大変困難なことである。なぜこのような通常では
考えられない程の農村部の教育への投資行動が起こされたかというと、それはやはり子供
の出世を期待している親らの気持ちがその原動力となっているからだと考えられる。 
1990 年代以降、中国の家庭は教育支出を増やしつつあるのは、教育、特に高等教育から
収益を期待しているからだけでなく、親が自分の受けられなかった教育を子供に受けさせ
ようという気持ちが強いことも大きな理由だと考えられる。 
中国の場合、「文化大革命」等の一連の政治運動があったため、高等教育の発展は文化
大革命の 10 年間はほぼ空白の状態であった。大学生が非常に尐なかった一方、全国的に
                                                   
 
10 郭仁天（2005）「中国高等教育における学費徴収と学生援助政策の動向」『広島大学大学院教育学研究
科紀要』第三部 第 53 号、pp.77-82 を参照。 
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みると国民の教育水準がかつてなく低かった。1977 年から大学入学試験は制度化されるよ
うなって、その 2 年後の 1979 年に「一人っ子政策」が本格的に全国範囲で実施され始め
た。それをきっかけに、学歴の低い親たちは自身が教育投資の経済効果から潤沢な収益を
享受できなった分を唯一の子供に託そうと思い、子供への教育投資を惜しまなくなったと
言える。このような現象は中国の特色を帯びたものだといっても過言ではない。 
なので、初代の一人っ子世代は親に大きな期待をかけられたはずだったと考えられるが、
この人達は一体どのような教育を受けてきたかは非常に興味深い問題である。一方、1990
年後半から中国の高等教育は政府関与の下で勢いよく拡張してきている。その開始は初代
の一人っ子世代が高校から大学へ進学する時期とほぼ一致していた。現在、この人達はお
そらく既に社会に出て、さまざまな分野で活躍していると思われるが、高等教育の発展と
拡張は彼らの進学を促進したのか、そして彼らの職業及び所得にも影響を与えているのか、
これらのことについて、次の第 2 章で中国高等教育の発展に関する考察を通して検討する。 
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第 2 章 中国高等教育の現状 
 
中国においては 1990 年代末から、政府が大学の定員枠を見直し、大学生の募集人数を
増やすにつれて、高等教育の拡張が始まった。その結果、大学新入生数の増加率（(前年度
比)は 1999 年に 47.3％、2000 年に 38.2％、2001 年に 21.6％と上昇する一方である。こ
れをきっかけとして「世界で最も遅れている高等教育」11はようやく発展の兆しが現れる
ようになった。本章では、高等教育の発展及び拡張が家計に与える影響を分析することを
通して、高等教育の経済効果を検証する必要性を明らかにする。 
本章は三つの節から構成されている。まず、第 1 節では高等教育機関数、大学在学人数
と募集人数、大学入学率、及び国家財政性教育支出等のいくつかのデータを用い、研究対
象の中国高等教育が 1990 年代以降に如何に発展してきたかの実態を考察する。さらに、
中国高等教育の発展の成果、或いは人的資本の蓄積にどれほど貢献したかを検討する。第
2 節では、中国高等教育の発展・拡張が家計に与える影響を検討する。中国国家統計局に
より編集された『中国労働統計 2007』のデータに基づき、高等教育を受けた人と受けてい
ない人との間に、職業や収入などがどれほど違うかを検討する。さらにその違いは家計に
影響を及ぼしているか否かを分析する。最後の第 3 節では、第 3 章で実証分析を行う必要
性を明らかにする。つまり、1979 年以降「一人っ子政策」が実施され、初代の一人っ子世
代は現在既に仕事につき、親になっているが、特殊な世代である彼らはどのような教育を
受けてきたか、そして教育は彼らの収入にどれほど影響を与えているかを検討する必要性
を論証する。 
 
第 1 節 中国高等教育発展の成果 
  
1 高等教育機関の増加 
本論文に使われる高等教育機関は 4 年制大学(中国で普通高等院校という)と短期大学(中
国で専科学校という)を含めた、両者の総称である。図 2-1 は 1990 年以降中国高等教育機
関数の推移を示すものである。1990 年代には中国高等教育機関の数は横ばいであった。
2000 年を境にして、急速に増えてきた。大学数は 2000 年から 2004 年にかけて 1041 校
                                                   
 
11 小島麗逸・鄭新培著（2001）『中国教育の発展と矛盾』御茶の水書房、p.21 を参照。 
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から 1731 校に増加した。わずか 4 年の間で、年間平均で 150 校も増えている。2004 年以
降大学の増加数がやや緩やかになった。2007 年現在高等教育機関は既に 1908校にも及ぶ。
毎年増加した高等教育機関は全て新規で作られたものではなく、その中には 4 年制大学と
して認可された民営高等教育機関もあれば、継続高等教育機関から 4 年制大学へ切り替え
た大学もある。また大学に昇格した専門学校も一定の比率を占めている。 
 
 
図 2-1 中国高等教育機関数の推移 
出所：「中国統計年鑑」各年版により、筆者が作成 
 
2 在学者数と募集者数の増加 
図 2-2 は 1990 年以降中国高等教育機関の在学者数と募集人数の推移を示すものである。
1998 年までは両者の増長趨勢がかなり緩やかなものであったが、1999 年以降は高等教育
機関数の増加とほぼ時期に、前年度比 120％以上の伸び率で募集人数が増やされた。在学
年間がわりと長いこと、入学人数の急増、大学院への進学者の増加という三つの要因で在
学者数が極めて著しく拡大するようになった。5 年ごとの変化をみると、高等教育機関の
在学者数は 1990 年に 206.3 万人、1995 年に 290.6 万人であり、この 5 年間の在学者数は
ただ 1.3 倍に増えたにすぎなかった。その後大きな変化が起こり、2000 年の在学者数は
556.1 万人に達し、2005 年にもその勢いが衰えず、1560 万人を突破した。この 5 年間、
在学者数は約 3 倍増であった。2005 年の在学者数は 1990 年のそれの 7 倍以上となった。
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図 2-1 から分かるように 1990 年から 2005 年まで高等教育機関が約 800 校も増え、それ
とともに大学生が 1300 万人も増えた。つまり、2000 年に入ってから中国高等教育が凄ま
じい勢いで拡張してきたといえる。 
 
 
図 2-2 中国高等教育機関の在学者数と募集者数の推移 
出所：「中国統計年鑑」各年版により、筆者が作成 
 
3 高等教育進学率の向上 
中国高等教育の進学率もかなり変化が起きた。それを説明する際、『中国年鑑 2009』に
ある統計データを直接引用する。その結果は表 2－1 のとおりである。 
表 2-1 に示されているように、中国の大学進学率は 1990 年以降次第に上昇してきてい
る。1997 年から 2003 年までの 6 年間に大学進学率はまだ緩やかなものであったが、2003
年以降は大学進学率に急激な変化が現れた。1999 年以降大学進学率は高等教育機関、及び
大学新入生募集者の拡大とともに伸びつつある。1999 年に 10.5％、2002 年に 15.0％、さ
らに 2006 年に 17.0％にまで延びてきた。高等教育普及の国際的な基準によれば、大学進
学率が 15%以下の場合は「エリート教育段階」、15%～50%では「大衆化教育段階」、50%
を超えると「普及段階」とされている。よって、中国の高等教育発展レベルは 2002 年に
ターニングポイントに到達しており、その後エリート教育段階から大衆化教育段階へ一気
に切り替わったと判断されてもよい。 
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表 2-1 教育段階別在籍率 
 
出所：中国研究所（2009）『中国年鑑 2009』創土社、p.389。 
 
4 国家教育支出の増加 
中国政府の教育事業支出は年々増加している。2000 年に財政教育経費は 2562.6 億元で
あるが、5 年後の 2005 年には 5161.1 億元に達し、約 2 倍も増えた。その中で、高校教育
を含めた義務教育ではない分野が巨額の資金を国によって支給されており、なおかつ年々
増資されている。高等教育に当たる国家財政教育経費をみると、1996 年から 2006 年まで
の 10 年間にほぼ 5 倍増となり、平均増加率はほぼ同じである。 
中国政府は高等教育機関に経常経費を提供するだけでなく、重点大学にさらなる巨額の
資金を供給している。すなわち、1995 年から 21 世紀へ向けて世界の高いレベルの大学・
学科をつくろうとして約 100 校を選び「211 工程」（211 国家プロジェクト）大学を指定し
た。その後、1998 年から世界一流大学育成を目指してさらに「985 工程」（985 国家プロ
ジェクト）大学の 20 数校を指定した。これらの国家プロジェクトは主に教育研究基盤や
先端学科（専門分野）を重点化することを目標としている。「211 工程」と「985 工程」に
選ばれた大学はもちろんほかの大学より多くの資金を国から受給されている。ちなみに、
国家プロジェクト大学の選考基準は大学の規模や教育の質とされている。このような政策
がある程度で高等教育機関間のよりよい競争に必要な環境を作り上げたと考えられる。 
 
　　 単位：％
中学校 高等学校 大学
（12～14歳） （15～17歳） （18～22歳）
1992 71.8 26.0 3.9
1993 73.1 28.4 5.0
1994 73.8 30.7 6.0
1995 78.4 33.6 7.2
1996 82.4 38.0 8.3
1997 87.1 40.6 9.1
1998 87.3 40.7 9.8
1999 88.6 41.0 10.5
2000 88.6 42.8 12.5
2001 88.7 42.8 13.3
2002 90.0 42.8 15.0
2003 92.7 43.8 17.0
2004 94.1 48.1 19.0
2005 95.0 52.7 21.0
2006 97.0 59.8 22.0
2007 98.0 66.0 23.0
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図 2-3 国家財政教育支出 
出所：『中国教育統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 
以上四つの点からみれば、中国高等教育は毎年数多くの優秀な人材を養成していること
が明らかである。そして、高等教育事業の拡大はさらに人材養成のスピードを加速化させ
た。その結果、2000 年に 95 万人、2005 年に 306.8 万人が大学を卒業し、社会人になり、
いろいろな社会活動に従事している。その中で、大学院卒の人数も凄まじいスピードで増
加した。2000 年に卒業した院生は 5.9 万人にとどまったが、2005 年に一気に 19 万人にの
ぼった。 
高学歴者の増加につれて、科学研究や先端技術の発展と進歩は順調である。科学技術分
野を例えにすれば、研究者達の力によって毎年数々の研究成果が収められている。発明や
特許が次々と登録され、先端技術の市場取引総額は 1999 年の 523 億元から、2006 年に
2226.5 億元になり、約 4 倍も伸びた。これらの成果は高等教育の拡大と切り離して語れな
い。 
一方、高等教育の発展は生産活動、研究活動の発展に寄与するだけではなく、近年の拡
張趨勢は教員の需要を高め、大卒者や大学院卒者のために多くの就職機会を生み出した。
結果として、2007 年現在普通高等学校の教員が 197 万人に及び、2000 年の 46 万人より 4
倍以上も増加した。 
ところで、中国高等教育の発展は人的資本の累積に貢献したことについて、高等教育を
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受けた人と受けなかった人の職業を比較すればその実態が明らかになると思われる。図
2-4 に示されるように、2006 年現在大卒者の中で、約 24%が教育及び教育関連の分野に従
事している。それに次いで、2 番目に多いのは行政機関と団体組織で働く人であり、約 16%
を占めている。そして、製造業は 13%、衛生、社会保障とサービス業は 8%、小売業は 7％
である。 
高校卒以下の学歴を持つ人と比べれば、職業の分布に大きな違いがみられる。表 2-2 に
示されたように、中学校卒以下の人たちは半分以上農林牧漁業と製造業で働いている。ま
た、小学校卒以下と比べて、中卒が製造業に従事しやすくなる傾向がみられる。高校卒の
中で最も多い職業は製造業であるが、それ以上に学歴が高くなると、製造業が占める比率
が下がっていく。つまり、学歴の違いによって、職業構成も違ってくる。学歴が高ければ
高いほど、または教育年数が多ければ多いほど、農業や製造業に従事する高学歴の人が尐
なくなっている。言い換えれば高学歴の人は高度な専門性を必要とする業界で働く可能性
が高くなる。 
 
図 2-4 中国における高学歴者の職業構成（2006 年末現在） 
出所：『中国労働統計年鑑 2007』により、筆者が作成 
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表 2-2 学歴別職業分布のランキング（2006 年） 
 
出所：『中国労働統計年鑑 2007』により、筆者が作成 
 
人的資本を蓄積すればするほど、社会的分業がより広く、かつ細かく展開していく。特
に知的分野の分業が拡大していく。社会全体にとっては、職業の種類が増え、仕事の選択
肢も多くなるということになる。中国高等教育は人の資本の蓄積に大きく貢献している証
拠として、高学歴者の職業選択肢を増加させ、高等教育を受けなかった人より様々なチャ
ンスに恵まれることである。果たして中国において高学歴者の収入が増えているのか、そ
して高等教育の発展は家計に影響を与えているのかが実に興味深い問題である。これにつ
いて第 2 節で検討する。 
 
第 2 節 中国高等教育発展の家計への影響 
中国高等教育が家計に影響を与えているか否かについて、賃金の格差で判断することが
できる。つまり、高等教育を受けた人と受けていない人との間で職業構成が違うため、職
業の違いによって生まれた賃金格差が存在すれば、当然家計にも影響を及ぼしているとい
える。 
『中国労働統計 2007』によると、高学歴者（大卒以上）が最も多く勤めている行政機関、
団体組織と教育機関は 2006 年時点で収入が最も多いという。しかも、2003 年と比べて、
その増長率も最も高い。一方、低学歴者（中学校卒以下）が最も多く従事している農林牧
漁業は収入が最も尐ないという。それに次ぎ、2 番目に低いのは小売業である。農林牧漁
業で働く労働者の平均年間賃金は小売業の約半分に過ぎなかった。農林牧漁業の賃金は
2006年の対 2003年の増加が、上位 1位の行政機関・団体組織より 14.4％も下回っている。
職業間の賃金格差があるのは明らかである。高学歴者が賃金のより高い職業に採用されや
すいため、収入が低学歴者より多い、収入の増加率も比較的高い傾向が見られる。 
構成比 構成比
学歴なし 農林牧漁業 75.7% 製造業 7.9%
小学校卒 農林牧漁業 57.9% 製造業 15.2%
中学校卒 農林牧漁業 30.8% 製造業 26.4%
高校卒 製造業 26.3% 小売業 19.0%
大学（短大卒） 行政機関と団体組織 18.3% 製造業 16.0%
大学（4年制大学卒） 教育 22.0% 行政機関と団体組織 20.1%
大学院卒 教育 36.3% 行政機関と団体組織 9.5%
１位 ２位
学歴種類
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表 2-3 業界間の賃金格差（2006 年） 
 
出所：『中国労働統計年鑑 2007』により、筆者が作成 
 
表 2-4 の業界における賃金ランキング（労働統計 2006）によれば、賃金が最も高いのは
IT 関連業と金融業である。両方とも高い専門性を必要とする職業である。中国において、
高学歴は高賃金の業界に就職するための必需条件となっていることが明らかである。科学
研究も高等教育を受けないとできない仕事だが、2006 年現在賃金ランキングをみると上位
3 位にランクされている。上位 4 位と 5 位は公務員関連の職業である。公務員の場合は公
務員試験を合格しないかぎり、公務員になれない。公務員試験を受ける資格が在学大学生
や大学卒業者とされている。したがって、中国において高学歴は多くの収入を得る可能性
が極めて高い。もちろん、個々人の収入が多くなると、それらの家計収入増に大きな影響
を与えるといえよう。 
 
表 2-4 業界別の賃金ランキング（2006 年） 
 
出所：『中国労働統計年鑑 2007』により、筆者が作成 
 
しかし一方、中国高等教育の拡張及び各費用の高騰は家計の支出にも大きな影響を与え
No. 業界
一人当たりの
年間賃金（元）
賃金の増長率
（2003年=100）
1 行政機関と団体組織 22546 146.8
2 教育 20918 147.4
3 製造業 18225 143.8
4 小売業 17796 140.4
5 農林牧漁業 9269 134.6
No. 業界
一人当たりの
年間賃金（元）
賃金の増長率
（2003年=100）
1 IT関連業 43435 140.6
2 金融業 35495 170.8
3
科学研究、技術サービス
と地質勘査業
31644 154.8
4
電力、ガス及び水の
生産と供給業
28424 153.0
5
医療、社会保障とその他
のサービス
社会服務
23590 145.8
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ている。すなわち、高等教育の規模拡大と同時に、中国はいろいろな教育改革を推進して
いる。そのなかで、大学教育費用の徴収制度の施行が極めて際立っている。今まで、行政
政府が大学を運営していた。発展途上国である中国にとって、単に政府の資金投入だけで
巨大な教育基盤を支えることは非常に困難である。1990 年代半ばに入るとようやく、高等
教育機関が学生に学費を徴収するようになった。1990 年代以降の高等教育経費の調達構成
を見てみると、政府の教育支出、教育税、社会からの寄付金、そして学費からなっている
が、それぞれの占める割合は、図 2－5 に示されるように、政府の教育に対する支出の比
率が次第に低下しているのに対して、学費の割合が上昇している傾向がみられる。 
 
 
図 2-5 高等教育機関の教育経費 
出所：『中国教育統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 
図 2-6、図 2-7 に 1990 年から 2005 年まで中国都市部と農村部における一世帯中の一人
当たりの年間消費構成が示されている。家庭において教育費や医療保健等が支出全体に占
める割合は伸びる一方であり、逆に衣食住の占める割合が減尐する傾向がはっきりとみら
れる。言い換えれば中国都市部のエンゲル係数が急速に低下している。これに対して、農
村の方は収入が都市部より遥かに低いわりに、衣食住でかかる費用が決して尐なくはない。
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農村部では衣食住費用の割合が依然として最も高い。都市部家庭の場合、1995 年と比べて、
2000 年に衣食住費用の割合は 10%も下がった。それと同時に教育費用の割合が 3.4%上が
った。つまり、収入の増加に伴い、教育などに要する費用が段々多く増えている。 
しかし、貧困な家庭において、一旦基本生活に必要な支出でも賄えない窮地に陥ったな
らば、やむをえず教育費の一部、或いは全部をカットする恐れがある。その結果、親が子
供に学費の比較的安い学校に行かせたり、進学をやめさせたりすることになる。さらに、
子供に進学を断念させるだけでなく、幼い子供を一家の生計を立てるために働かせること
にもなりうる。これによって中国高等教育の発展は家計の収入と支出の両方にも影響を与
えているといえる。 
 
 
図 2-6 都市部 1 人当たり年間消費支出の構成 
出所：『中国統計年鑑』各年版により、筆者が作成  
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図 2-7 農村部 1 人当たり年間消費支出の構成 
出所：『中国統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 
高等教育を受けた家族成員がいれば、その人が高い収入を得る可能性が高いため、家計
の収入も増加する可能性が高いことは先ほど述べた。学費が徴収されるようになると、こ
のような家庭でも影響をうけるといえる。すなわち、ほかの支出を節約し子供の教育費に
充てることが十分考えられる。もちろん、このような家庭は教育投資に価値があると思い、
子供をよりよい大学に行かせる願望をもっている。つまり、このような家庭は子供が高等
教育を受け、高学歴者になれば必ず将来は子がより多くの収入をもらえると信じ込んでい
る。いったい、中国において高等教育は個人の収入にいかなる影響力を及ぼしているかを
より具体的に見る必要がある。それを明らかにするためには実証研究が必要とされている。 
 
第 3 節 教育の家計収益性に関する実証研究の必要性 
高等教育を受けた人が必ずしも高収入をえられるとは限らない。しかし、第 2 節での論
述のように現在の中国においてこのような傾向が確実に見られている。その中で、とくに
高学歴の家庭の方がより多くの収入をえて、増えた分を子の教育に充当していると考えら
れている。一体高等教育は高収入をもたらす可能性がどれほどあるのか、果たして学歴が
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高く、収入の高い家庭において教育の収益率が比較的高いか、それについて第 3 章で測定
することにする。 
中国で 1979 年以降「一人っ子政策」が実施され、現在初代の一人っ子世代は既に社会
に出て、仕事を始めたと思われる。先ほどの問題を解き明かすために、この世代を研究対
象として設定する。その理由は、90 年代後半高等教育の拡大の最中、子の世代の人々は大
学教育を受け、そして一社会人になった。つまり、前の世代と比べるとこの世代がより高
いレベルの教育を受けたと考えられる。また、先ほどの論理でいえば当然この世代の収入
も比較的高いと考えられる。それと同時に、高等教育機関の教育の有料化が 1997 年から
始まったため、この世代の人たちは教育費を払って教育を受けて、家計と教育との連動関
係がよくわかる世代だと思われる。 
最後に、この世代が次の世代に与える影響を見る必要がある。すなわち、この世代が自
分の子供によりよい教育を受けさせるのに惜しまず投資行動を起している。今後何十年間
でも中国は基本的に、「一人っ子政策」を継続していく。皆は同じ「一人っ子」家庭であっ
ても、受けた教育投資の違いによって自分の子の将来が思ったとおりにうまくいかないと
恐れ、教育投資で互いに競い合う傾向があるとみられる。 
要するに、1990 年代以降、教育の拡大、大学費用の徴収に伴い、教育収益率の概念は普
及するようになり、とくに高学歴の家庭が高学歴・高収入の連動関係をよく理解している。
これは本論文の仮説である。この仮説を解き明かすために、筆者が 2009 年夏に江蘇省の
都市部において、初代の一人っ子を対象にアンケート調査を行った。次の第 3 章で江蘇省
都市部を選んだ理由についての説明、アンケート調査の整理とアンケートに基づく実証分
析を行うことにする。 
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第 3 章 江蘇省都市部における教育の経済効果の実証分析 
 
第 2 章で述べたように、中国において高等教育を受けた人が受けていない人より収入が
高い傾向がある。その上、収入の高い世帯は教育への支出をより一層増やす傾向が見られ
る。そこで、高等教育への投資に収益率が存在するとすれば、学歴が高く、収入の多い家
庭において教育の収益率が比較的高いだろうという仮説が立てられる。それを検証するた
め、本論文では江蘇省の都市部でアンケート調査を行い、実証研究を行ってきた。 
江蘇省の都市部を一つの事例にした理由は三つ挙げられる。一つ目は、江蘇省は経済発
展と教育発展の両方で中国地域開発ランキングの上位に位置し、現地家庭の収入と住民全
体の教育レベルも比較的高いことである。本論文の仮説を検証するには適切な対象だと判
断した理由である。二つ目は、江蘇省に地域間格差が存在するためである。地域経済の発
展レベルに格差が存在するだけでなく、地域住民の間に収入格差もあることがよく見られ
る。果たして地域経済の発展レベルも個人の収入を決定する一つの要素になるのか、そし
て、他の要素と比べてどれが収入との関係がより緊密なのかを検証するため、江蘇省を研
究対象にした。三つ目は男女の違いが重要なファクターではないからだ。男女別に教育収
益率を計測した際、大きな差が存在することが先行研究によく指摘されている。江蘇省は
「一人っ子政策」を早めに遂行した省の一つであり、省内の女性が男性と同じく経済活動
を行っていると思われる。したがって、恐らく男女間の教育収益率には大した差がないと
いう仮説が立てられる。つまり、江蘇省において、男女の違いはわれわれの研究にとって
無視することができると仮定した。 
本章は三つの節より構成され、第 1 節では江蘇省の状況を検討した上、改めてそこで実
証研究を行う意義を明らかにする。実証研究のデータは筆者が 2009 年 6 月～8 月に行っ
たアンケート調査の結果に基づいたものである。第 2 節では調査の内容及びその集計結果
について説明する。そして、第 3 節では、ミンサー賃金関数を検討し、いくつかの要素を
取り入れ、収集したデータを用いて実証分析する。この分析を通して江蘇省都市部住民の
教育収益率を明らかにする。 
 
第 1 節 江蘇省の実態について 
 中国の東部沿海に位置する江蘇省は、中国有数の経済先進地域である。2007 年の江蘇省
統計によれば、面接と人口はそれぞれ全国の 1.1％、5.8%を占めているのに対して、江蘇
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省の GDP は全国 GDP の 10.3％をも占めている。全国的にみれば、一人当たり GDP は
33928 元であり、全国平均レベルの約 2 倍に及び、上位 5 位に位置する。しかしながら、
こうした江蘇省において、都市部と農村部間の貧富格差がある一方、豊かな南部地域（以
下「蘇南」）と対照的に、中部地域（以下「蘇中」）と北部地域（以下「蘇北」）は比較的貧
しく、とりわけ北部に貧困問題が目立つという地域間格差が存在する。三つの地域はそれ
ぞれが発達、発展途上、低開発の地域経済を呈しており、現在の中国の東部、中部、西部
地域格差と相似している。その特徴からみれば、江蘇省はまるで中国の縮図ともいえよう。
しかも、最大の行政区域の省政府関与や省政府の政策が省管轄下の各市、県に平等に対応
していることが一般的であるため、政策によって生じたバラつきはないと思われる。した
がって、政策の要因を考慮せずそもそもの地域経済格差が家計の教育投資にどれほど影響
を与えているかを江蘇省都市部の実証研究を通して明らかにする。 
 
 
図 3-1 江蘇省省内の地域間格差（2007 年） 
出所：『江蘇省統計年鑑 2008』により、筆者が作成 
 
図 3‐1 に示されているように、三つの地域経済に大きな格差が存在しており、その格
差が地域住民の生活、あるいは収入等ではっきりと現れている。地域経済が好調である蘇
南において、その都市部と農村部は他の地域より収入が高いだけでなく、一人当たりの貯
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蓄額も最も多い。また、江蘇省における都市部と農村部の間に存在する貧富格差もあきら
かである。 
江蘇省の高等教育の発展も中国において上位にランクされている。2008 年現在、高等教
育機関数は 120 校にのぼり、全国高等教育機関数の 6％以上を占めている。大学の在学者
数は 160 万人にも達し、全国大学生の約 9％に当たる。しかし、農村部と都市部住民の教
育レベルを比較してみると、農村部は全般に教育レベルが未だ低く、特に高等教育を受け
た人数は都市部と比べてはるかに尐ない。 
もう一つの特徴としては、図 3‐2 に示されているように江蘇省の各教育レベルの人口
数では農村部であれ、都市部であれ、中学校卒以下の女性は男性より人数が多い。これに
対して、高校卒以上の男性は女性の人数を大幅に超えており、全体的に女性より男性の方
がより高いレベルの教育を受けているようにみえる。にもかかわらず、図 3-3 に示されて
いるように、16 歳から 44 歳までの女性は男性より、多くの人が経済活動に従事している
ことがわかる。 
 
 
図 3-2 江蘇省における男女別の学歴分布（2007 年末現在） 
出所：『江蘇省教育年鑑 2008』により、筆者が作成 
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図 3-3 年齢別の男女別従業者人数の比較（2007 年） 
出所：『江蘇省統計年鑑 2008』により、筆者が作成 
 
本論文の主な目的は高等教育の経済収益を検証することにある。図 3-2 から分かるよう
に、男女間には人数の大差がないが、教育を受けることに差がみられたので、それは親の
男女差別の考え方にあるか、女性に教育を受けさせることから得られる収益が比較的低い
という二つの理由が考えられる。それを明らかにするため、高等教育の経済収益は男女別
に検証する必要があると思われる。 
 図 3-4 は江蘇省都市部における教育支出の対家計支出の比率を示すものである。2007
年時点で、実際の所得が高いか低いかを問わず、教育や文化、娯楽などへの支出は家計支
出全体の約 10％を占める。その中で、教育だけの支出が占めた割合は 3％～7％である。
それに、所得が高ければ高いほど、教育への支出は家計支出全体に占める割合が尐なくな
る傾向がみられる。 
これに対して、教育や文化、娯楽などへの支出を一項目とした場合、所得が高くなるに
つれて支出の割合が低下していく傾向がみられない。逆に、家計の収入が多ければ多いほ
ど、教育にかかる費用がそれほど変わらないことがわかる。教育に補完の役割を果たす文
化や娯楽に費やすお金が多くなることが明らかである。要するに、所得の高い家計は子供
の教育により多くの支出をしているのである。したがって、全体的に蘇南都市部の各家庭
は所得も高ければ、高等教育を受けた人も数多いとみられる。これは本章の冒頭で立てた
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仮説にほぼ一致していると思われる。 
 
 
図 3-4 江蘇省都市部住民の家計状況（2007 年） 
出所：『江蘇統計年鑑 2008』により、筆者が作成 
 
2009 年 6～8 月に筆者は江蘇省都市部においてアンケート調査を行い、教育収益率を計
測する必要なデータを手に入れた。具体的な調査方法は以下のとおりである。初代の一人
っ子世代は一体いかなる教育を受けていたかを考察するため、1970 年代以降に生まれ、年
齢は 40 歳以下の都市部住民を調査対象とした。江蘇省省内の格差現状を考慮した上、一
つの地域だけでなく、蘇北、蘇中、蘇南にそれぞれ位置する徐州市、泰州市、蘇州市とい
う三つの都市においてアンケート調査票を配布した。 
最終的に蘇北においては 108 人、蘇中においては 169 人、蘇南においては 91 人、合計
368 人の調査対象からアンケート調査票を回収した。調査票の内容は、（1）親世代の性別、
年齢、戸籍、家族構成を含める基本情報と、（2）学歴、仕事内容、所得、（3）現在の仕事
や収入に対する満足度、（4）子供の将来に対する期待という四つの部分より構成されてい
る。 
標本の中で男性 189 名、女性 179 名であり、男女比率に大きな偏りがないので、男女間
に存在する様々な相違が検証できると判断されてよい。年齢層は 30 歳～35 歳が大多数を
占めており、この研究の年齢設定範囲に入っている。学歴からみるとおよそ半数以上が高
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卒以下であり、学歴が比較的低いとみられる。1990 年代初頭に大学進学率が低かったため
でもあるが、江蘇省でも例外なく全体的に教育レベルが低いことが本調査によって明らか
になった。果たして学歴の高い人は、学歴の低い人より社会地位が高く、収入が多く、他
の労働階層と異なる生活をしているかは表の数字から読み取れなかった。それを明らかに
するには、ミンサー型賃金関数を用いて回帰分析を行い、教育の収益率を計測する必要が
ある。 
 
第 2 節 アンケート調査の結果 
 回収したアンケート調査に基づいて、筆者は男女別、地域別、戸籍別に回答内容を集計
した。 
まずは男女別で分類した結果（表 3-1）からは、年齢、戸籍、学歴の分布にばらつきが
ほとんど見られない。そして、職業をみると男女とも国有企業、行政機関、自営業にほぼ
集約していることがわかる。しかしながら、仕事への満足度や収入への満足度では、男女
の間に大きな違いが現れた。仕事に対して満足していないと回答した人の中で、男性は
3.7％にすぎないのに対して女性は 10％もいる。また、収入に不満を抱いている女性は 20％
を超えている。これに対して、男性は一桁にとどまり 8％である。 
実際に男女の収入を比較してみると、月給 1000 元未満の女性は 15.1％であり、男性の
それを 2 倍程も上回っている。女性の社会進出がかなり進んでいている地域だと言われる
江蘇省であっても、それらの収入差からみると男女平等とは言いがたい。ちなみに、調査
対象の中では、男女を問わず半分以上の人は月給 2000 元以下の収入をえている。これは
全国平均でいうと決して高い給料とはいえない。 
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表 3-1 標本の男女別集計 
 
 
地域別（表 3-2）にみると、蘇北の調査対象において学歴が低いことが際立った。蘇北
の調査対象は蘇中と蘇南より 30 歳以上の人が多かった。しかし、大卒の比率は 5.6％にす
ぎず、蘇中の約 1/8、蘇南の約 1/14 である。そして、蘇中と蘇南の年齢分布は非常に似て
いるが、大卒以上の人では蘇南の場合は 7 割を超えており、蘇中は 4 割強である。つまり、
学歴からみると三つの地域の間で大きな隔たりがあるといえる。この調査によると経済が
進んでいる地域に居住する人の教育レベルは比較的高いといえる。 
所得も地域別にばらつきが大きい。三つの地域の中で、蘇南の場合は低所得者の比率が 
男 女 男 女
基本状況 回答人数 189 179
年齢 20～25才 3 9 1.6% 5.0%
26～30才 8 19 4.2% 10.6%
31～35才 118 102 62.4% 57.0%
36～40才 56 47 29.6% 26.3%
無回答 4 2
戸籍 都市 118 117 62.4% 65.4%
農村 52 41 27.5% 22.9%
無回答 19 21
学歴 高校以下 108 95 57.1% 53.1%
大学以上 73 74 38.6% 41.3%
無回答 8 10
兄弟 なし 22 31 11.6% 17.3%
いる 164 148 86.8% 82.7%
無回答 3 0
仕事満足度 非常に低い 2 7 1.1% 3.9%
低い 5 11 2.6% 6.1%
どちらでもない 101 88 53.4% 49.2%
高い 57 57 30.2% 31.8%
非常に高い 22 14 11.6% 7.8%
無回答 2 2
収入満足度 非常に低い 3 19 1.6% 10.6%
低い 12 19 6.3% 10.6%
どちらでもない 99 85 52.4% 47.5%
高い 54 35 28.6% 19.6%
非常に高い 19 17 10.1% 9.5%
無回答 2 4
収入 上位高所得（5001元～） 26 14 13.8% 7.8%
高所得（4001～5000元） 8 8 4.2% 4.5%
上位中所得（3001～4000元） 35 18 18.5% 10.1%
中所得（2001～3000元） 45 42 23.8% 23.5%
下位中所得（1501～2000元） 18 33 9.5% 18.4%
低所得（1001～1500元） 39 35 20.6% 19.6%
下位低所得（～1000元） 14 27 7.4% 15.1%
無回答 4 2
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最も低く、高所得者の比率が最も高い。蘇中の場合は高所得者の比率が蘇北より 5 倍以上
高い。逆に低所得者の比率も蘇北よりやや高い。経済開発途上の蘇中では貧富格差が拡大
していることが特徴づけられるだろう。蘇北は高所得者の比率が低いが、蘇南と共通して
いるところがある。つまり所得の分布はほとんどが上位中所得、中所得、下位中所得層に
集中しており、経済発達地域の蘇南と経済低開発地域の蘇北との間では極端な所得格差が
見受けられなかった。 
 
表 3-2 標本の地域別集計 
 
 
この調査によると、下位低所得者の最も多い地域は予想通りに蘇北にほかならない。地
域経済発展が立後れたゆえ、住民の生活水準に悪影響を及ぼしているといえる。しかしな
がら、経済発展が進んでいる地域でも筆者の予想に反して低所得者が多いと示されている。
蘇北 蘇中 蘇南 蘇北 蘇中 蘇南
基本状況 回答人数 108 169 91
年齢 20～25才 1 6 5 0.9% 3.6% 5.5%
26～30才 3 16 8 2.8% 9.5% 8.8%
31～35才 64 104 52 59.3% 61.5% 57.1%
36～40才 38 39 26 35.2% 23.1% 28.6%
無回答 2 4 0
性別 男性 50 90 49 46.3% 53.3% 53.8%
女性 58 79 42 53.7% 46.7% 46.2%
学歴 高校以下 99 84 20 91.7% 49.7% 22.0%
大学以上 6 74 67 5.6% 43.8% 73.6%
無回答 3 11 4
収入 上位高所得（5001元～） 3 24 13 2.8% 14.2% 14.3%
高所得（4001～5000元） 1 5 10 0.9% 3.0% 11.0%
上位中所得（3001～4000元） 14 19 20 13.0% 11.2% 22.0%
中所得（2001～3000元） 19 38 30 17.6% 22.5% 33.0%
下位中所得（1501～2000元） 31 20 0 28.7% 11.8% 0.0%
低所得（1001～1500元） 17 44 13 15.7% 26.0% 14.3%
下位低所得（～1000元） 21 16 4 19.4% 9.5% 4.4%
無回答 2 3 1
仕事満足度 非常に低い 4 5 0 3.7% 3.0% 0.0%
低い 4 11 1 3.7% 6.5% 1.1%
どちらでもない 72 75 42 66.7% 44.4% 46.2%
高い 24 52 38 22.2% 30.8% 41.8%
非常に高い 3 25 8 2.8% 14.8% 8.8%
無回答 1 1 2
収入満足度 非常に低い 4 18 0 3.7% 10.7% 0.0%
低い 9 17 5 8.3% 10.1% 5.5%
どちらでもない 56 77 51 51.9% 45.6% 56.0%
高い 31 31 27 28.7% 18.3% 29.7%
非常に高い 6 25 5 5.6% 14.8% 5.5%
無回答 2 1 3
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たとえば蘇南の場合は低所得者の比率が 18.7％にのぼっており、その中で下位低所得者の
比率は 4.4％にも占めている。上記のデータと合わせてみると、経済発展が進んでいる地
域でも貧富の差が存在することが見て取れる。 
一方、仕事の内容や収入の多さに対する満足度を調査した結果では、蘇中は「満足度が
低い」と「満足度が高い」との回答は両方とも比率が比較的高い。これも蘇中にやはり貧
富の差があることを裏付けていると思われる。 
 
表 3-3 標本の戸籍別集計 
 
 
標本の中で 7 割の人は都市戸籍を持っており、2 割強は農村戸籍、残りの 1 割弱は不明
である。個人収入が戸籍と関係があるか否かを検証するために、本論文では戸籍別（表 3-3）
に標本の学歴や収入を比較してみた。結果は、都市戸籍の人の中で、5 割以上が大卒以上
の学歴を持っているのに対して、農村戸籍の人はわずか 1 割にすぎない。そして、都市戸
籍の人は高収入が圧倒的に多いのに対して、農村戸籍の人は半分以上が低収入である。こ
れも学歴が高ければ収入も次第に上がっていくということを物語っている。なおかつ、収
都市戸籍 農村戸籍 都市戸籍 農村戸籍
基本状況 回答人数 235 93
学歴 高校以下 104 77 44.3% 82.8%
大学以上 124 11 52.8% 11.8%
無回答 7 5
収入 上位高所得（5001元～） 30 3 12.8% 3.2%
高所得（4001～5000元） 13 0 5.5% 0.0%
上位中所得（3001～4000元） 34 14 14.5% 15.1%
中所得（2001～3000元） 59 17 25.1% 18.3%
下位中所得（1501～2000元） 41 6 17.4% 6.5%
低所得（1001～1500元） 41 26 17.4% 28.0%
下位低所得（～1000元） 12 26 5.1% 28.0%
無回答 5 92
仕事満足度 非常に低い 6 2 2.6% 2.2%
低い 11 5 4.7% 5.4%
どちらでもない 120 49 51.1% 52.7%
高い 67 33 28.5% 35.5%
非常に高い 29 3 12.3% 3.2%
無回答 2 1
収入満足度 非常に低い 19 2 8.1% 2.2%
低い 18 9 7.7% 9.7%
どちらでもない 120 43 51.1% 46.2%
高い 44 34 18.7% 36.6%
非常に高い 31 3 13.2% 3.2%
無回答 3 2
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入の多寡が戸籍との関連性があることは示されている。現に、中国の戸籍制度上では高学
歴の人が農村戸籍を都市戸籍に変えられるため、都市戸籍を手に入れることをめざして、
子供の教育に大きな力を入れている農村部の親達は決して尐なくないと思われる。 
表 3-1、表 3-2、表 3-3 から男女、地域経済、戸籍という要素は全て個人の収入に影響を
与えているとみられる。それぞれがどれほど影響しているか、またはこうした要素はどの
ように影響しあうかを究明すべきである。教育の経済効果は全ての要素から影響を受け、
個人の収入を通して具現されるが、各要素の影響力を測るにはミンサー型賃金関数がよく
用いられる。ここで、ミンサー型の賃金モデルを検討してから、アンケートに基づいて回
帰分析を行う。この分析を通して、各要素が収入に与える影響を測定する。 
 
第 3 節 教育収益率の実証分析 
教育年数が 1 年増えると、収入がどれほど向上するかを検証する際、「ミンサー型賃金
関数」がよく用いられている。その基本的方程式は以下のとおりである。 
 lnw = α+ ρs + βx− γx2 
w、s、x はそれぞれ賃金（所得）、教育年数、勤続年数を指し、ρ が「教育の収益率」で
ある。要するに、賃金（所得）は人的資本累積の反映、数字化されたものであり、そして
人的資本の累積に最も役立つことは学校教育と職場訓練にほかないことをミンサーは大前
提とし、賃金（所得）、教育年数、勤続年数の関係を推算した結果は「ミンサー型賃金関数」
となる。この「ミンサー型賃金関数」は人的資本論の実証分析に道を開いたものと高く評
価されている12。 
当然ながら、実際に賃金を決定するのはそれだけでなく、会社の規模、会社の知名度な
どの多くの要素によるといわれる。本論文では、20 代後半から 30 代後半までの人を対象
としており、これら人の職業経験年数はそれほど違いがないため、変数として省略する。
また、調査項目の一つは教育年数だけでなく、高校以下か大学以上かの学歴属性を考察す
るため、教育年数以外に、学歴もひとつのダミー変数として設定した。したがって推計に
用いられる式は次のとおりである。 
 lnw = α+ ρs + β∑Di 
したがって、本調査で計測した ρ は教育の収益率である。さらに、大学学歴は如何に個
                                                   
 
12 小塩隆士（2002）『教育の経済分析』日本評論社、pp.43-45 を参照。 
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人の収入に影響を与えたかを検証するため、一つのダミー変数と設定した。w は調査対象
の所得、∑Diはダミー変数である。学歴を含めて 5 種類のダミー変数は以下のように設定
した。 
①性別（男性は 1、女性は 0） 
②学歴（大学以上は 1、高校卒以下は 0） 
③戸籍（都市戸籍は 1、農村戸籍は 0） 
④兄弟有無（兄弟無は 1、兄弟有は 0） 
⑤職業（国有企業社員、公務員は 1、その他は 0） 
この 5 種類以外に、民族も一つの変数として設定した先行研究がある。江蘇省には尐数
民族はごく尐なく、全人口の 0.36％をしか占めていない。また、調査標本は全員が漢民族
であるため、ここで民族の違いの要素を省略してよいと思われる。 
そして、職種分布からみると、無回答が極めて多い。回答者の中では「一般労働者」と
回答した者が大半数を占めている。仮に職種をミンサー型賃金モデルに導入したとしても
必ずしも良い結果が出ないと考えられ、ダミー変数として設定しなかった。ちなみに、職
種に照らしてみると、中間管理者と経営者という比較的高いポジションの回答者が一般労
働者より高い収入をえていることが明らかになっている。 
ミンサー型賃金モデルを用い、アンケート調査のデータを回帰分析した結果は以下の通
りである。 
 
表 3-4 教育収益率の推計結果 
 
 
 
t値 t値 t値 t値 t値
定数 6.119 22.97 7.095 91.83 7.095 92.27 7.092 86.84 7.21 75.3
教育収益率 0.084 3.9
男性=1 0.231 3.27 0.245 3.49 0.239 3.41 0.244 3.47 0.228 3.24
都市戸籍=1 0.361 4.06 0.352 3.96 0.326 3.64 0.352 3.96 0.325 3.63
1人っ子=1 -0.003 -0.03 -0.013 -0.12 -0.063 -0.61 -0.013 -0.13 -0.066 -0.63
国営企業、
事業単位=1
大学学歴=1 0.331 4.1 0.269 3.12 0.33 4.08 0.256 2.89
蘇南=1 0.186 1.96
蘇中=1 0.008 0.12
蘇北=1 -0.181 -2.01
0.83 0.044 0.54 0.062 0.76
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5
0.064 0.79 0.044 0.54 0.068
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モデル 1 はミンサー型賃金関数で教育収益率を測定したモデルである。その結果として
は、江蘇省都市部の教育収益率は 8.4%である。 
モデル 2 は大学学歴を一つの変数として各要素がそれぞれどう賃金を影響しているかを
測定したモデルである。そこで、都市戸籍、大学学歴及び男性は三つとも賃金に正の影響
を与えることが明らかになった。そして、中で最も影響力が強いのは都市戸籍である。 
モデル 3、モデル 4 とモデル 5 は地域要素を考慮し、ミンサー型賃金モデルに蘇南、蘇
中、蘇北を一つの変数として導入して作ったモデルである。その結果は、蘇南と蘇中の地
域要素は賃金に対する影響が見られなかった。ただし、蘇北を変数として計測した結果の
中で、賃金に負の影響があることが明らかになった。つまり、蘇南、蘇中の賃金が比較的
高く、これらの地域で仕事をするとわりに収入が高くなるといえる。これに対して、蘇北
はまだ低開発、かつ低賃金の地域であるため、そこで働いている人の収入は同じ年齢の場
合、比較的低いといえる。 
戸籍のパラメーターは全てのモデルに有意である。しかも、各モデルで測定した結果か
らみれば、他の要素と比べて賃金に与える影響は最も高い。これに対して職業と一人っ子
のパラメーターは全てのモデルに有意ではない。つまり、国有企業、行政機関で働くから
といって高い給料をもらえるとは限らない。一方、一人っ子の家庭の場合、兄弟がある家
庭より子供の教育に情熱を大いに注いでなおかつ教育の支出も比較的多いのは、もともと
このような家庭では収入が比較的高いからだと予測したが、実際には全てのモデルで一人
っ子と賃金との間に関連性が現れていない。 
江蘇省の女性は経済活動に積極的に従事している。男性と比べて女性の収入が各要素と
の関連性は如何なるものであるかを検証するために、男女別に教育の収益率を計測して比
較分析を行った。その結果は表 3-5 にまとめた。 
  
表 3-5 男女別の教育収益率 
 
 
t値 t値
定数 6.12 15.77 6.366 17.05
教育収益率 0.103 3.25 0.061 2.05
都市戸籍=1 0.304 2.58 0.466 3.44
1人っ子=1 0.239 1.58 -0.235 -1.72
国営企業、
事業単位=1
男性 女性
0.014 0.12 0.093 0.82
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表 3-5 の結果から見れば、江蘇省の男性は教育収益率が 10.3%であるのに対して、女性
の方は 6.1％でしかなかった。都市部にもかかわらず、女性は依然として男性より学歴が
低く、学歴による賃金の違いの影響を受けた可能性は比較的低い。逆に、男性と比べて、
戸籍が女性の賃金に与える影響はより強く見うけられている。 
 さらにここで、収入と学歴が高いほど、教育の収益率が高いという仮説を検証するため、
蘇南、蘇中、蘇北別に教育の収益率を計測した。その結果は以下の通りである。 
 
表 3-6 地域別の教育収益率 
 
 
すなわち、蘇南、蘇中、蘇北を比較分析した結果、地域経済が発達すればするほど、教
育の収益率が上がる傾向があると言える。蘇中はまだ開発が始まったばかりの地域なので、
男性のパラメーターが有意であるが、蘇南においては有意に計測できなかった。つまり、
地域住民の学歴が一定のレベルに達すると、男性というパラメーターの有意性がなくなる
可能性は高いと考えられる。また、蘇北以外に、蘇南、蘇中で戸籍の有意性が見られなか
った。これによって、経済開発途上の地域において、都市戸籍が賃金への正の影響をもつ
可能性が高いと判断される。 
一方、将来子供にどのような教育を受けさせるかという質問に対して、ほぼ 100％の人
は大学以上と答えた。子供の就学学校を選択する際に、学費がいくらかかるかより、むし
ろ学校や学科の知名度を重要視していると見られる。そして、子供の将来の給与に対して
高い望みを抱いている。たとえば自分現在の収入の 10 倍以上と答えた人が多かった。 
 
 
t値 　       t値 t値
定数 6.69 12.99 6.037 14.59 6.562 6.48
教育収益率 0.105 3.04 0.097 2.91 0.041 0.49
都市戸籍=1 -0.438 -1.77 0.224 1.74 0.55 3.59
1人っ子=1 -0.039 -0.29 -0.11 -0.78 0 65535
国営企業、
事業単位=1
男性=1 0.153 1.19 0.463 4.46 -0.16 -1.27
蘇南 蘇中 蘇北
0.131 1.04 -0.133 -1.09 0.203 1.24
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現在、中国において大卒の実初任給と希望額との隔たりは非常に大きい13と言われてい
る。しかし、今回の調査から親達の期待が現実とかなり離れていることが見て取れる。 
 
小括 
最後に、江蘇省都市部を事例にし、実証分析を行った結果をまとめる。まず、第 2 章と
本章の冒頭に立てた三つの仮説を検証した結果は以下の通りである。 
仮説 1：学歴が高く、収入の高い家庭において教育の収益率が比較的高い。この結果は
本論文の検証で確認できた。蘇中、蘇北と比べて、蘇南の方は全体的に住民の学歴も、収
入も高く、教育の収益率も最も高いという計測結果が得られた。それは、経済開発が先進
である地域で職業が細分化され、高い賃金が提供できる知的集約分野も増え、高学歴者が
ますますその地域に集まっているからだと思われる。 
仮説 2：地域経済レベルも個人の収入を決定する要素である。この仮説は、蘇北を変数
として収入との関連を計測することを通して検証した。蘇北の変数は収入に負の効果をも
つので、逆に蘇南、蘇中の賃金が比較的高く、これらの地域で仕事をするとわりに収入が
高くなるといえる。 
仮説 3：男女間の教育収益率には大した差がない。しかし、実証分析を行った結果はそ
の仮説が成立しないことを示した。江蘇省都市部では、男性の教育収益率は女性のそれを
遥かに超えていることが明らかである。女性の学歴が比較的低いので、教育収益率の低下
をもたらしたほか、男性より収入の低い職業に従事する女性が多いことも要因だと考えら
れる。また、仕事や収入に対する満足度からみれば、不満を抱いている女性の割合も男性
より高く、女性の社会進出がかなり進んでいている地域だと言われる江蘇省であっても、
男女の不平等が現れているといえる。 
本論文において、江蘇省都市部を対象にして計測した教育の収益率は 8.4％であり、教
育は賃金増に正の効果をもつことを明らかにした。しかし、賃金を決定する要素の中で、
最も影響が強いのが都市戸籍であることは検出した。大学学歴の影響度合いはそれに次い
での 2 位である。 
                                                   
 
13株式会社インフォプラントは、中国都市部に生活する若者の就職活動の現状を把握するため、1-2級都市在住 19〜
25 歳の若者に対し、アンケート調査を実施した(調査期間：2006年 9 月 22 日〜10 月 10 日/19 日間、回答者数：300
人)。その調査結果は、希望初任給(月収)をたずねたところ、「2000-2999 元」30.3％、「3000-3999元」19.0％に集中
し、半数近くが 2000-3999元と回答した。実際に有職者に当初の初任給について聞いたところ、「1000-1499元」が 32.5％
と最も多く、続いて「1500-1999 元」が 19.0％となり 2000 元以下の人は 67.0％という結果であった。 
http://www.news2u.net/releases/14199 を参照。 
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標本の中で、農村戸籍より都市戸籍の人は大学学歴をもつ人が多いため、中国において
新規大学卒業者は農村戸籍を都市戸籍に変更することが可能なので、高い賃金だけでなく、
都市戸籍の取得を目指しているために、子供の教育にますます熱心に力をいれる親も数多
く増えるだろうと思われる。しかしながら、地域別に検証した結果は、蘇南、蘇中におい
て都市戸籍のパラメーターは有意ではなかった。そこで、経済の発展につれて、戸籍の賃
金への影響力が弱まり、逆に学歴の影響力は高まると推測される。 
一方、一人っ子と職業がそれぞれ如何に賃金に影響を与えるかを検証したが、有意では
ない結果がえられた。無論他の世代と比べて、一人っ子は家庭からより多くの関心を寄せ
られる世代だが、一人っ子であるからこそ教育レベルも高く、収入も高いというような関
連性は初代の一人っ子世代からは見られなかった。また、ミンサー型賃金モデルの検証に
よって国有企業・公務員のパラメーターも有意ではなかった。国有企業社員・公務員等が
比較的安定した職業だとみられるが、賃金が必ずしも高くないことが明らかになった。標
本の職業種類は尐なかったため、他の職業を検証することができなかったが、今後の課題
とする。 
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終章 
 
第 1 節 分析結果のまとめ 
本論文は人的資本論の視点から中国江蘇省都市部の教育の家計収益を検証した。すなわ
ち、学校教育は人的資本を蓄積する手段である。人的資本が蓄積されると、社会だけでな
く、個人、あるいは家計の収入増に反映する。第 1 章でこのような教育の経済効果に関す
る理論を整理した。また、第 1 章では中国学校教育の中で、特に高等教育は人的資本の蓄
積への寄与が大きいということを明らかにした。そして、高等教育は義務教育ではなく、
家計が負担する学費の割合が高いため、高等教育の収益の検証に最も相応しいと判断され
た。 
第 2 章では実際に、中国高等教育は 1990 年代後半以降急速に拡大し、高学歴者の育成
に成果があった一方、家計に与える影響も大きいということを論述した。特に都市部の家
庭において、教育への支出が年々増えつつあることが明らかである。なぜ収入と学歴の比
較的高い家庭はより教育を重視するのか、そして大学学歴が収入に与える影響はどれほど
あるかを実証研究で解き明かす必要性について第 2 章で論証した。 
第 3 章ではアンケート調査に基づいて統計分析と実証分析を行った。そこで江蘇省都市
部を一つの事例にして、中国高等教育が初代の一人っ子世代の収入に対して正の経済効果
をもつことを明らかにした。農村部と比べて、都市部住民の教育レベルは比較的高いため、
教育は都市部住民に多くの収益をもたらす傾向が見られた。収入と学歴が比較的高い地域
において、教育の経済効果がより高いということを浮き彫りにした。また、大学学歴は収
入に正の効果を確かに持つことをも明らかにした。 
だが、都市部においても経済の発展にバラつきが存在する。経済の発達と発展途上の地
域において、教育の経済効果がより高いことを明らかにした。それは地域経済が発展すれ
ばするほど、その社会がより多くの知識とより高度な技能をもつ人材をますます求めるよ
うになる。もちろん、その社会もこうした条件を満たした高学歴者には相応した高い収入
をも提供するわけである。 
 
第 2 節 提言と展望 
これまでの検証結果に基づいて、中国高等教育の経済効果に関する提言と展望を下記の
3 点にまとめる。 
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まず一つは都市化と高等教育の経済効果との関係についてのことである。すなわち、江
蘇省都市部アンケート調査に基づき、計測した教育の収益率は 8.4%である。これは 2000
年に中国都市部を対象に計測した 8.5％14の結果とほぼ同じである。今回調査対象の中で、
大学以上の学歴をもつ人がほとんど蘇南、蘇中に集中することがわかった。蘇南と蘇中の
教育の収益率はそれぞれが 10.5％、9.7%であり、前述の平均値を上回っている。その原因
は、蘇南、蘇中は蘇北より都市化が進んでおり、かつ都市部の規模も大きいことにあると
考えられる。 
また、本論文で大学学歴、都市戸籍、性別などの要素がそれぞれ如何に賃金を影響して
いるかを検証した。その中で都市戸籍が賃金に影響を最も強く与えていることが検出され
た。地域経済レベルのパラメーターに関する検証をみると、経済発展が立後れた地域が賃
金に負の効果を与えていることが見て取れた。そして、地域別の教育収益率に関する実証
分析によって、蘇北の都市戸籍の有意性も認められた。実際に、蘇南、蘇中、蘇北の都市
化率はそれぞれ 67.5％、48.8％、41.7％である。そのなかで、蘇北の人口は 3298 万人に
のぼっており、最も人口が多い地域である。現在、大学学歴の経済効果は都市戸籍ほど高
くないように見えるが、蘇北地域のような経済開発の不十分な地域において、これからの
都市化の進展に伴い、住民の収入が増加していく可能性が高い。そして、収入の増加は家
計による教育への投資が増えていく。この結果によって教育の経済収益が高くなっていく
ことを予測することができる。 
したがって、蘇北地域のような経済開発の不十分な地域において住民の教育収益率を高
めるには、まず都市化を加速化する必要があると思われる。 
いまひとつはジェンダー問題である。つまり、男女間の教育収益率に格差があるのは、
雇用のジェンダー問題が存在することを示唆している。この研究によると男女間に教育の
収益率の差が存在することが明らかになった。 
しかし、女性の教育収益率が低い要因は標本の中で、大学以上の学歴をもつ女性の割合
が低いだけでないと思われる。2000 年に中国婦人聨合会と国家統計局は共同で 30 省 404
市区の 48192 人に対して、就業状況の実態調査を行った。その調査結果は同じ職業につい
ても、男女の賃金が異なっていることを示している。例えば、男性の賃金を 100 とした場
                                                   
 
14 陳暁宇・陳良焜・夏晨（2003）「20 世紀 90 年代中国城鎮教育収益率の変化与啓示」『北京大学教育評
論』第 1 巻第 2 期。 
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合、女性管理職の賃金は 57.9、女性技術職の賃金は 68.3 であることが明らかになった15。
さらに、人事採用及び職の配置をする際に、使用側（企業側）による男女の差別的な取り
扱いの問題を無視するわけにはいかない16。 
江蘇省において、女性は経済活動に積極的に参加しており、仕事に従事している女性は
男性を超えている。にもかかわらず、女性の収入は男性よりかなり低い。男女共同参画社
会を実現させるためには、男女に学校教育を平等に受けさせるとともに、男女雇用のジェ
ンダー問題をも重要視すべきだと思われる。 
最後に都市部と農村部との格差である。南氏が浙江省農村部において教育の収益を検証
したが、本論文はそのブランクを埋めることに意義があると考えられる。 
中国の都市部は農村部と異なり、労働力の不足問題がなく、「一人っ子政策」もより厳
しく、徹底的に実施されたため、女性が男性と同じく高等教育を受け、結婚後も働き続け
ることが一般的である。本論文の 30 代男女に関する実証分析によって都市部の教育収益
率は男女とも南氏の計測した農村部のそれより高いと示されている。もちろん都市部と農
村部の家計収入にはかなり大きな格差が存在する。そればかりか、農村部において各家庭
の子供人数が比較的多く、男子の教育が女子より重視されているのは事実である。全体的
にみると農村部の教育収益率が低い原因は女性の教育レベルが低いことにあると思われる。
つまり、都市部の雇用におけるジェンダー問題よりいっそう深刻なのは農村部において子
供教育にもいまだに男女差別の問題があることである。しかし、以前と比べると、現在農
村部において「一人っ子」家庭も多く増加している。しかも、農村部の家計収入もかなり
増えている。そのため、これから中国の農村部において男女問わず子供に高等教育を受け
させるのに親がよりいっそう多くの投資を行うと思われる。つまり、農村部の豊かな生活、
完備されたインフラが農村部の教育の振興を促すことができる。その結果、教育の社会的
な収益性と個人的な収益率を上げることをもたらすと思われる。 
 
第 3 節 今後の課題 
本論文では都市部の初代の一人っ子世代（30 代以下）を研究対象にしたにもかかわらず、
                                                   
 
15 馬欣欣（2007）「性別職業分離と男女間賃金格差の日中比較―日本と中国の家計調査のミクロデータ
を用いた実証分析」『中国経済研究』第 4 巻第 1/2 号、p.15 を参照。 
16 馬欣欣（2007）「性別職業分離と男女間賃金格差の日中比較―日本と中国の家計調査のミクロデータを
用いた実証分析」『中国経済研究』第 4 巻第 1/2 号、p.31 を参照。 
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その中で兄弟を持つ人がたくさんいる。しかも、兄弟の多い人の中で高等教育を受けなか
った人も多かった。教育年数も大学学歴もこれら人々の収入に対して正の効果を持つこと
を検証できたが、一人っ子というパラメーターは収入との間に関連性は見られなかった。 
また、他の研究によると、30 代の人は 40 代の人より学歴と収入との相関関係が高いと
検証された17。それは北京市、温州市、重慶市で行われた調査である。この調査結果は三
つの都市で同じ傾向があることを示している。つまり、学歴と収入との相関関数は 30 代
が 40 代より高いということだ。30 代が初代の一人っ子世代であり、40 代と異なり、親か
ら教育を重要視され、より多くの教育投資を受けたため、高収入の仕事に就いていること
が考えられる。 
たが、本論文では「一人っ子政策」、教育と収入の関連性は検出されなかった。現在、2
代目の一人っ子世代も学校に通い始め、これらの人達から異なる結果が検出されるかもし
れない。10 年後、20 年後中国高等教育が恐らく普及段階に入り、この世代の教育が賃金
との相関関係がどう変わっていくかという問題は実に興味深く、今後の課題として取り残
されている。 
一方、現在中国において大卒者の「供給過剰」、「就職難」問題が頻繁に指摘されている。
もし高学歴者の「供給過剰」が深刻化するとすれば、高学歴者と低学歴者の間に賃金の格
差がなくなり、教育、特に高等教育の個人的な経済効果は弱まっていくと懸念される。こ
の研究で、高等教育の個人的な経済効果を検討した結果は教育政策の有効性を検証するに
は大きなヒントを与えていると思われる。 
                                                   
 
17 葉剛教授が 2005 年 6 月~12 月に、北京市の 10 か所、温州市の 6 か所、重慶市の 8 か所で無作為なア
ンケート調査を行った。このアンケート調査に基づき計測した学歴と収入との相関関数(r)は 30代の場合、
北京が 0.4223、温州が 0.5124、重慶が 0.3476、40 代の場合、北京が 0.3603、温州が 0.4793、重慶が
0.2406 となっている。 
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